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テーマ：医療と介護の連携 

 

提言（取りまとめ）原案 

 
【総論】 
 要介護状態や持病を抱えながらも、最期まで住み慣れた地域・在宅等で、
自分らしく、満足度の高い生活を過ごすことは多くの国民の願いである。こ
うした社会を実現するためには、適切な医療と介護サービスが提供され、QOL
の高い在宅生活を実現する体制が前提となる。今後、団塊の世代が高齢化し
ていく中、自宅が病室となり、道路が病院の廊下と同じようになるよう、地
域における医療と介護の連携の仕組みの道筋を早急に付けることが求められ
る。 
 
【地域における取組み】 
 これまでの「医療機関完結型医療」から「地域完結型医療・介護」の流れ
を作ることが必要である。 
 地域において、在宅医療と介護をシームレスに連携させる仕組みを面的に
整備するためには、基礎自治体である市町村が、医療側と介護側の双方を調
整することが必要であり、在宅医療において、都道府県との緊密な連携の下
に市町村が積極的に取り組むことが必要である。具体的には、地域の医療・
介護資源の把握及びその情報提供、さらに、健康寿命の延伸の観点から、健
康増進・介護予防にも取り組むことが必要である。また、多職種チームが連
携を進める手段として情報共有の基盤整備を行うことも考えられる。このた
め、都道府県は、市町村をまたがる関係者の調整等市町村に対する支援を適
切に担う必要がある。 
  
 病院と同様に地域で安心して生活できる環境を構築するためには、ナー
ス・コールのように２４時間対応できる体制が必要であり、その意味でも、
新設された定期巡回・随時対応型訪問介護・看護サービスが今後全国的に普
及していくようにすべきである。その際、サービスの質を担保する仕組みも
同時に検討する必要がある。 
 
【質の高い人材の育成】 

臓器別専門医だけでなく、総合的な診療能力を持つ医師の育成に重点的に
取り組む必要がある。在宅医療を担うためには、患者や家族の希望に寄り添
い、医師の意識が、患者の生活を支えるといった方向に向かうことが必要で
ある。 
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また、医療と介護の連携を担う専門職の育成や質の向上が重要である。 
介護職においても、医療に関する基礎的な知識など、専門性の向上が必要

である。 
 
【家族に対する支援】 

在宅生活を継続可能にするためには、家族による支援が必要な場合も多い
が、現在の介護休業制度は、介護の長期的な方針を決めるためのもので、上
限日数や取得要件が厳しく、取得率が低い。介護のために離職しなくても済
むよう、柔軟な働き方を可能とするため、介護休業制度を含む両立支援制度
を一層普及するとともに、介護や離職の実態等を把握し、結果に基づき、必
要な対応を検討することも必要である。  

また、家族介護の位置づけ、評価、支援の在り方などについて、国民的な
議論を開始する時期に来ていると考える。 
 
【厚労省の組織体制】 
 国において、医療と介護の連携を推進するためには、厚労省において連携
推進室のようなプロジェクト・チームを設置することを検討すべきである。 
  
 


